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研究成果の概要（和文）：　道路はガソリン税等により受益者負担の原則に基づいた財源確保が行われている．しかし
，昨今普及が著しい電気自動車（EV）等は，道路財源の大半を占めるガソリン課税から免除されているため，政府はガ
ソリン税に代わる合理的な道路の受益者負担制度を早急に提案する必要がある．
　そこで本研究では，混雑や事故などの外部不経済を考慮した妥当な課金額の検討，受容性を高める方法や次世代自動
車の普及予測を行った．その結果，料金を混雑に状態に応じて変更することで走行時間削減便益が生じること，徴収額
は一般財源化よりも道路交通環境の改善等特定財源化が望ましいこと，EVは都心部よりも郊外で需要が高いこと等が明
らかとなった．

研究成果の概要（英文）： The current focil fuel tax for road users has been accepted by public because it 
basically follows the beneficiary-pays principle. This taxation, however, will deviate from the principle 
when electric vehicles (hereafter EVs) reach masses. Toward the electric vehicle era, therefore, new 
policies such as road user charge system are needed.
 In this study, we analyzed proper toll amounts according to congestion levels, publically acceptable 
schemes, and EVs future demand. The results show that proper toll amounts of expressway to reduce 
congestion are -10 JPY for terminal charge, +5 JPY/km, and -17 JPY/km for distance charge in congested 
and non-congested road, respectively. Secondly, it was found that using the money from the road user 
charge for road maintenance raises the acceptability of pricing scheme. We also found that EV's demand is 
higher in suburban areas than city center.

研究分野：交通計画
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１．研究開始当初の背景 
道路は古代より最も重要な社会基盤のひと
つであり，その重要性は将来も変わらないで
あろう．また，典型的な公共財であり，その
整備や維持管理には税金が充てられてきた．
20 世紀に先進国でモータリゼーションが起
き，道路の主たる利用者が自動車のユーザー
になって以来，受益者負担の原則に基づいた
財源確保が行われている．つまり，これまで
の自動車はほとんどすべてがガソリン（以下
では簡単のため揮発油及び軽油をガソリン
と称する）を燃料としていたために，ガソリ
ンに課税することで受益者負担になってい
たわけである． 
 しかし，今世紀に入り，「次世代自動車」
という括りであらわされる，主には電気をエ
ネルギー源とする自動車が急速に普及の兆
候を見せている．電気自動車（以下，EV）を
はじめとする代替燃料車は，これまでその数
が無視できるほどであったのと，「環境に良
い」とのことで，なんとなく道路財源の大半
を占めるガソリン課税から免除されてきた
のである． 
 しかしその普及が取るに足らないレベル
を超えるとそうはいかない．また，石油は枯
渇に向かうことは明らかで，その点からもガ
ソリン税制度は中期的には破たんする定め
にある．したがって，政府はガソリン税に代
わる合理的な道路の受益者負担制度を早急
に提案する必要がある． 
 
２．研究の目的 
本研究は，自動車の購入・保有・利用に関
する現行の税制度を抜本的に見直し，道路の
整備と維持管理，CO2排出量削減，都市部の
渋滞緩和を同時に達成する道路課金制度を
提案し，その有効性を定量的に評価すること
を目的とする． 
 提案する道路課金制度は，とくに利用時に
焦点を当て，対距離課金，混雑課金（研究代
表者提唱の駐車デポジットシステムを含む），
環境税などを車種ごとに課するもので，統合
的な交通需要予測モデルにより，その社会的
便益を評価する．また，課金の受容性や次世
代自動車の普及予測も合わせて行う． 
 
３．研究の方法 
 本研究課題では，一般道を含めた課金政策
による混雑緩和効果に関する分析（以下の
(1)と(2)），道路課金額の妥当性に関する研
究（(3)），課金制度の受容性に関する研究
（(4)と(5)），次世代自動車の普及に関する
研究（（6））を実施した． 
 
(1)都市圏の統合型均衡配分モデルによる高
速道路料金に関する研究 
 中部地方のすべての幹線道路および高速
道路を対象とした道路ネットワークデータ
（図 1）を対象とする．また，平成 17年度道
路交通センサスODマスターデータから集計

した日 OD表（中部地方は 969ゾーン，その
他は 80の集約ゾーン）を用いることとした．
さらに，各 ODペアに対して利用可能高速道
路経路（オンランプ→高速道路上経路→オフ
ランプ）をあらかじめ作成し，平成 17 年度
道路交通センサスオーナーインタビュー調
査データを用いて，高速道路経路選択モデル
を構築する． 
 さらに，高速道路経路選択モデルを内生化
した利用者均衡配分モデルを構築する．これ
を用いて，高速道路料金を変更することで一
般道を含めた道路網全体の混雑緩和が可能
であるかを検討する． 
 

 
(2) 都市圏の交通需要予測システム 
 道路課金等の行動に影響の大きい料金施
策に対しては，時間帯の変化や交通手段の変
化，目的地の変化等の様々な交通行動の変化
が予想される．それに対して従来型のモデル
では予測が困難な側面があり，それらを考慮
できる一日単位の行動最適化を行う非集計
行動モデルも開発されてきたがその精度に
問題が指摘されていた． 
 そこで本研究では，近年発達した様々な観
測データを用いて，非集計行動モデルの弱点
を補うことを目的として，その融合手法を検
討し，様々な料金施策に対応可能な都市圏の
交通需要予測システムの構築を行う． 
 
(3)交通事故に伴う外部不経済の内部化に関
する研究 
 自動車利用に伴う外部不経済としては，道
路混雑のほかに交通事故の影響が挙げられ
る．そこで，交通事故による人的・物的被害
や事故渋滞等の外部不経済の内部化を意図
した研究として，アンケート調査等を実施し，
ドライバーに交通事故リスクに関する情報
を提供した際の効果を検証した． 
 
 (4)自動車利用課金制度に対する受容意識 
構造分析 
 課金制度に対する受容意識は，課金水準の
みならず，課金対象や徴収額の使途等によっ
て大きく異なるものと考えられる．そこで，
過年度に実施した小規模社会実験でのモニ
ター調査等を用いて，様々な課金制度に対す
る受容意識の分析を行った． 
 

図-1 配分ネットワーク 



(5) 道路課金の受容性に関する国際比較 
 欧米で道路課金の導入が進むなか，インド
ネシア・ジャカルタでも道路課金が検討され
ている．そこで，ジャカルタにおいて，普段
の交通行動，課金等に関する認知や意識，複
ロードプライシングと駐車デポジット制度
の市民の受容性等に関するアンケート調査
を実施し，平成 18 年に日本で行った同様の
アンケート結果と比較する． アンケート調
査の概要は以下のとおりである． 
 
表 1 アンケート調査の概要 

 名古屋 ジャカルタ 

実施時期 平成 18年 11月 平成 25年 11月 
配布場所 名古屋市中心市街

地（名古屋駅，栄
地区） 

ジャカルタ中心
市街地 

配布方法 手渡し配布，郵送
回収 

手渡し配布，手
渡し回収 

配布枚数 6,000票 2,100票 
回収枚数
(回収率) 

1248票（20.8％） 1998票（95.1%） 

 
(6) 次世代自動車の保有・利用に関する研究 
 次世代自動車（EV）の保有と利用に関する
webアンケート調査を愛知，岐阜，三重県民
に対して実施し，2,883 名から回答を得た．
EV の保有意向については，価格，定員，充
電時間，航続距離，充電施設の配置状況など
に関する様々な仮定のもとで、現有の自動車
からの「買い替え」「買い足し」または「買
わない」の回答を，バイナリープロビットモ
デルとオーダードプロビットモデル用いて
分析した．利用に関しては，通常の自動車と
EV の走行距離をトビットモデルを用いてモ
デル化した．推定されたモデルのパラメータ
を用いて，第 4回中京都市圏パーソントリッ
プ調査データを適用することで，中京都市圏
における EV需要予測を行った． 
 
４．研究成果 
(1)都市圏の統合型均衡配分モデルによる高
速道路料金に関する研究 
 各 ODペアに設定した高速道路経路は，実
際の利用経路をカバーするように最大 45 本
とした．構築した均衡配分モデルの交通量配
分結果は，相関係数において高速道路で
0.712，一般道路で 0.795，RMSE において
高速道路で24,215，一般道路で9,501となり，
良好な結果が得られた． 
 構築した均衡配分モデルを用いて実施し
た，道路網全体の混雑緩和のための高速道路
料金の分析結果は以下のとおりである．混
雑・非混雑地域別のターミナル料金と対距離
料金の最適設定金額を，焼きなまし法を用い
て探索した．この結果，ターミナル料金を現
行より 10 円程度減額し，距離料金を混雑地
域で+5円/km，非混雑地域で-17円/kmとす
ることで，13 千万円/日の走行時間削減便益

が得られることが示された．ただし，この結
果は中部地方内々交通量を対象としている．
さらに，高速道路経路別に料金設定を行えば
さらに効率的に混雑削減できることも明ら
かとされた． 
 
(2) 都市圏の交通需要予測システム 
都市圏の非集計行動モデル体系を，一日の
時間帯別の外出活動の最適化を仮定した，ア
クティビティベースモデルから構築した．こ
れによって，時間帯別道路課金や経路別の道
路課金の様な，複雑な課金に対しての個人の
行動変化が予測できるようになった．このモ
デルにおいては，活動と目的地選択モデルが
重要であると指摘されてきた．なぜならば都
市圏の活動と目的地の組み合わせの選択は
非常に幅広くなり，通常の選択モデルでは精
度が低くなってしまうからである． 
本研究では，携帯電話等の観測データを用
いて，行動シミュレーターと合わせて予測値
を計算することで，その精度を補正する方法
を開発した．その結果，目的地選択の適合度
が高まり．本手法の実用性を確保した． 
 
(3)交通事故に伴う外部不経済の内部化に関 
する研究 
 ドライバーに，所要時間や費用に加え，事
故に遭遇する確率等の事故リスク情報を提
供した際の経路選択 SP 調査を実施し分析を
行った結果，事故リスク情報の提供が安全な
経路の選択に有意に影響を及ぼすことを確
認した．また，その社会的効果を，単純な
1OD2 経路区間で試算したところ，約 50km
の短距離区間にも関わらず年間で 2,000万円
程度の便益が生ずることが明らかとなった．
ゆえに，潜在的な事故リスクの影響を定量化
し，それを道路利用料金等により内部化する
ことで，混雑や事故の緩和に資する十分なポ
テンシャルを有していることが明らかとな
った． 
 
(4)自動車利用課金制度に対する受容意識 
構造分析 
 共分散構造モデル等を用いて分析を行っ
たところ，一方的な自動車利用課金ではなく，
転換先となる公共交通運賃の割引等を併せ
て実施したり，自動車利用のキャップアンド
トレード方式のように，自動車利用を削減し
た人に報酬を付与するようなフレームを有
する政策のほうが受容性が高くなることが
判明した．また，徴収額の使途としては，一
般財源化よりも道路交通環境の改善等に限
定した特定財源化のほうが望ましい一方で，
課金水準が一定以上になると，使途に関係な
く受容意識が急激に低下すること等が明ら
かとなった． 
 
(5)道路課金制度の受容性に関する国際比較 
 道路課金に対する受容性をジャカルタと
名古屋で比べると，課金額が名古屋よりも高



い場合にも，ジャカルタの方が賛成率は高く，
約 7割の人が RPに賛成している． 
 課金政策に対する意識構造について，心理
的要因を，都心部の問題，車社会の問題，RP
の効果認識，RPの妥当性，行政への信頼感，
自動車依存，RP 実施による不便さの 7 つの
潜在変数とし，線形構造方程式モデルにて潜
在変数の特定化を行った．この結果，同じ調
査項目から構成される潜在指標の 1つが，ジ
ャカルタでは「RPの妥当性」，名古屋では「RP
の不適切性」という逆の意味の指標となった
こと，名古屋では公共交通機関の整備が進ん
でいるため，自動車依存していても RP実施
に伴う移動制約を感じないこと，ジャカルタ
では行政への信頼感が高い人は RPの妥当性
が高いことなどが明らかとなった． 
 最後に，個人属性や交通行動と賛否の関係
を比較するために，RP の賛否を 2 項プロビ
ットモデルでモデル化した．その結果，ジャ
カルタでは，名古屋とは反対に，他者の賛成
率に個人の賛否が影響されないこと，公共交
通の利用頻度が高い人ほど反対する傾向に
あること，年齢が高い人ほど反対する傾向に
あることなどが明らかとなった． 
 
(6) 次世代自動車の保有・利用に関する研究 
 EVの保有に関する分析結果からは，EV 
を購入するかどうかの行動に影響を与える
強い要因として，価格の他に，自宅での充電
可能性，ガソリンスタンドでの充電可能性が
あり，「買い替え」と「買い足し」の選択に
は，定員と航続距離の影響が大きいことが分
かった． 
 ガソリン車と EV利用行動の分析結果から，
両タイプの自動車間には代替関係があるこ
とが示され，価格，定員，航続距離，ガソリ
ンスタンドでの充電可能性が利用に大きく
影響を与えることが分かった．さらに，航続
距離 1km 当たりの（購入価格における）貨
幣価値は約 5千円，充電時間 1分あたりのそ
れは約 1万 3千円という結果が得られた． 
 中京都市圏における EVの保有率と走行距
離を，中京都市圏パーソントリップ（PT）デ
ータから推計した．EV の平均保有率は 0.3
台／世帯（図-2），走行距離は 260km／月（図
-3）になると推計された．また、都心部より
も郊外部において EVの保有率も走行距離も
大きいと予想されることが分かった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 EVの世帯保有台数の推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-3 EVの走行距離の推定結果 
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